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平成 26 年度 事業計画 
（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日） 

 

基本方針 

 

 大阪対がん協会は昭和 34（1959）年、がん征圧事業に取り組む民間団体として発足した。

以来、「がんの予防や知識の普及啓発」「学術研究への助成」「予防や検診の奨励」を三本

柱に掲げ、「財団法人」として足かけ 55 年の歴史を刻んできた。平成 25（2013）年 8 月 1 日、

国の公益法人制度改革に伴い、協会は「公益財団法人」に移行し、新たなスタートを切った。

26 年度は公益法人の 2 年目として運営に臨むことになる。 

 がん征圧を目的とする事業面では、普及啓発、研究助成といった公益目的事業を継続、

発展させていく。また、賛助会員に対するサービスとして、がん検診の受診勧奨や情報の提

供を続ける。従来進めてきた大阪府など行政によるがん対策への協力や、医療・研究機関と

の連携、患者団体や市民団体との協力、連携も図っていく。 

以上のようながん征圧事業を将来にわたって継続的に進めるため、協会の財政基盤を安

定させる必要がある。このため、寄付の呼びかけとともに各種の収入増対策を続けていく。 

 

 

 

 

（公１）普及・啓発活動： 啓発イベント開催・情報発信・がん検診の奨励
など 
 

【がんに関する啓発イベント】 

▽主催行事 

行事名 協会の役割、予算 内容 日程／会場 

／参加見込み 
25年度実績 

①講演会などの主催

行事 

（複数開催を予定） 

企画・立案、会計管

理、広報ＰＲ、プログ

ラム製作、運営、予

算額約80万円 

①医師による講演、

②看護師による講

演、③患者などの体

験談 

年2回開催見込み／

アサコムホールなど

／定員200人規模 

11 月に「がん看護セ

ミナー」を開催、アサ

コムホール、50人 

②リボンの騎士ナイ

ト2014 

実行委事務局、企

画・立案、講師選定、

広報ＰＲ、当日運営、

分担金20万円 

音楽とがん体験者と

医師のトーク。有料

で一部を協会に寄付 

7 月／エルセラーン

ホール／300人 

7 月開催、エルセラ

ーンホール、220人 

③成人病公開講座 主催3 団体の一つ、

広報ＰＲ、当日運営 

専門医ががん治療

の話題を講演 

年4回／成人病セン

ターほか／各回 140

年 4 回開催、成人病

センター講堂、各回

公 益 目 的 事 業  
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人 140人 

④がん予防キャンペ

ーン大阪 

主催実行委 11 団体

の一つ、企画会議参

加、広報ＰＲ、会計監

査、分担金15万円 

がん検診を奨励する

講演とシンポジウ

ム、ミニコンサート 

10 月ごろ／未定／

200～300人 

10 月開催・朝日生命

ホール、240人 

⑤ピンクリボンフェス

ティバル関西セミナ

ー 

主催3 団体の一つ、

広報PR、当日運営 

乳がん専門医や看

護師の講演、著名人

の講演 

11月8日／ナレッジ

シアター／350人 

（京都で開催） 

 

①の主催行事については、定員 200 人程度のホールで年 2 回の開催を想定。1 行事あたり

の事業経費として 39 万円、計 78 万円の予算を計上した。経費の内容は、チラシ、プログラ

ムなどの印刷製本代、講師・シンポジストへの謝礼、会場費、事前打ち合わせの会議費、ス

タッフ経費や交通費。 

②～④は継続して取り組んでいる行事で、内容もほぼ前年度並み。 

⑤は日本対がん協会、朝日新聞社が全国で巡回開催。25 年度は京都で開催、26 年度は

大阪での開催が決まり、大阪対がん協会が主催に加わる。 

 

▽「共催」「後援」行事 

自治体、医療機関、患者会、市民団体などが主催するイベントに対して、協会が「共催」

や「後援」名義を付けて支援する。主催者の申請を受け、協会はがん征圧を目的としたイベ

ントかどうかを判断し、趣旨に賛同できる場合に申請を承諾する。協会は事業費こそ負担し

ないが、広報、ＰＲなどで協力する。こうした「共催」「後援」名義イベントが 25 年度は 15 件に

上った。26 年度も同じ程度の申請が見込まれ、積極的に対応する。 

 

【がんに関する情報発信】 

①オリジナル小冊子の配布・販売 

協会発行のがん啓発小冊子「進め！がん防衛隊」は 25 年 3 月に完成し、普及啓発行事

の参加者をはじめ、協会の賛助会員、がん診療拠点病院などに幅広く配布してきた。当初

の発行部数は 1 万部。好評につき、25 年 12 月にはさらに 1 万部を増刷した。 

小冊子の内容はＡ5 判、フルカラー40 ページで、大阪のがん事情やがん予防の基礎知

識、がん検診の内容などを豊富なデータとイラストで分かりやすく紹介している。まとまった

部数の購入を希望している病院や団体もあることから、増刷後は小冊子の販売にも対応し、 

公益目的事業における雑収入として決算処理している。26 年度も引き続き、小冊子の配布

や販売を継続する。 

②ホームページの充実 

協会ホームページは開設から 5 年目を迎える。「講演会・イベント情報」では主催、後援行

事以外にも門戸を広げ、幅広くイベントを紹介する。「相談窓口」や「サイトリンク」の情報を増

やすほか、専門医による啓発などの新企画も検討する。 

③ＤＶＤ・ビデオの貸し出し 

 23 年度から始めたがん啓発ＤＶＤ・ビデオの無料貸し出しサービスを引き続き行う。利用

件数は年間数件にとどまっているが、ホームページで案内を続けることで、貸し出しの要望

に応じる。新たなＤＶＤの入手も検討する。 
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④事業概要・協会報 

 年 1 回発行の事業概要は協会の事業全般について掲載し、普及啓発の内容を含んでい

る。これについては、賛助会員だけではなく、協会について知りたい個人や企業、団体にも

無料で配る。また、会報は 4 月、8 月、12 月の年 3 回発行する。会員へのお知らせ、イベント

情報なども紹介する。会員以外でも希望者に配布し、ホームページにもアップする。 

 

【日本対がん協会関連事業】 

 大阪対がん協会は、公益財団法人日本対がん協会の「大阪府支部」として、がん征圧事

業に連携・協力している。26 年度も引き続き、以下のような日本対がん協会関連事業を進め

る。 

 

①がん征圧月間 

 9 月を「がん征圧月間」として日本対がん協会が展開する各種事業に参加・協力し、分担

金などの経費を負担する。メーン行事の「がん征圧全国大会」は福岡市での開催が予定さ

れており、理事の参加を予定している。また、共通デザインの「がん征圧月間」と「禁煙」の 2

種類のポスターを製作し、配布する。ポスターは 150 枚の製作を予定、病院、行政など関係

機関へ配布する。 

②検診奨励（乳がん検診無料クーポン券の活用など） 

 日本対がん協会が発行しているマンモグラフィ検診無料クーポン券を活用し、乳がん検診

の受診率向上に貢献する。26 年度はクーポン券 50 枚の提供を受ける見通しで、希望者を

募ってプレゼントする企画に取り組む。検診奨励事業では、日本対がん協会が毎年発行し

ている全国のがん検診の実施状況をまとめた冊子の製作に協力する。 

③リレー・フォー・ライフ大阪 

米国で始まり、日本でも日本対がん協会の主催行事として全国各地に広がっているがん

患者支援イベント「リレー・フォー・ライフ」が、大阪府内では 24 年度に貝塚市で初めて開催

され、25 年度は貝塚市と大阪市中央区の 2 カ所で開催された。大阪対がん協会は両年度と

もイベントを「後援」し、ＰＲや当日運営に協力してきた。26 年度も引き続きイベントを「後援」

し、参加者に啓発小冊子を配布するなど協力する。 

 

【患者支援活動】 

①患者会ネットワーク 

がん患者や家族などで構成される民間団体の活動を支援する。協会は 24 年度から大阪

の二十数団体で構成する「大阪がん患者・家族連絡会」の事務局機能の役割を引き受け、

会議日程や連絡事項のメール送信、会議室予約などに努めており、活動を継続する。 

②がん相談の事業化 

がんに関する相談は患者や家族からのニーズも高く、大阪対がん協会が近い将来に事

業化すべき課題として準備を進める。日本対がん協会の「がん相談ホットライン」をモデルと

した電話相談に取り組む場合の経費や相談スタッフ、必要機器などを検討する。 

 

（公２）がん研究助成： がんの研究、治療に当たる医師、看護師らへの
助成 
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【がん研究助成奨励金】 

新進（40 歳未満）の研究者・医療従事者を支援する「がん研究助成奨励金」を、協会の目

玉事業として継続・実施する。同事業は協会設立翌年の昭和 35 年度から始め、今回が 55

回目となる。奨励金の贈呈件数はのべ 1644 件、総額 3 億 8530 万円に上る。受賞者の多く

が関西を中心に大学や医療機関の現場で活躍している。この事業に特定した製薬会社から

の寄付も得ており、23 年度から 25 年度までの過去 3 年は「基礎」「臨床及び疫学」「看護等」

の 3 部門で 15 人の受賞者に各 30 万円を贈呈してきた。 

25 年度途中の公益財団法人移行に伴い、申請書の様式や選考方法などを見直した。26

年度も引き続き、同様の事業規模で募集する。受賞者の研究内容については 22 年度から

事業概要で 1 人半ページ分のスペースで紹介しており、26 年度も継続する。 

 

 

 

 

 

 主に賛助会員向けの特典として協会が進めてきた事業については、公益財団法人移行

に伴い、公益目的事業、収益事業のいずれにも該当しない「その他の事業（相互扶助等事

業）」として事業区分した。26 年度も以下のような会員向け事業を継続する。 

 

（他１）賛助会員サービス： 定期的な情報の提供・がん検診の奨励と援
助 
 

①事業概要・協会報 

 賛助会員の全員に、年 1 回の事業概要と年 3 回の会報を郵送しており、26 年度も継続す

る。事業概要には協会の1年間の活動報告のほか、決算報告、寄付者名簿、役員等名簿な

どを掲載する。会報にはトピックス、イベント情報、寄付の案内、がん検診の案内などを掲載

する。このほか、大阪府のがん対策なども紹介する。 

②メールマガジン 

23 年度から会員向けにメールマガジンの配信を始め、メールアドレスの登録者（約 180

人）に随時配信してきた。講演会などのイベント情報や協会役員からの話題提供、各種のお

知らせなどで、情報提供のツールの一つとなっている。公益財団法人移行後は途絶えてい

るが、26 年度に配信を再開させる。 

③春・秋のがん検診 

 がん検診の検診機関に対する補助と、会員への受診呼びかけを 26 年度も継続する。春は

「大阪がん循環器病予防検診センター」、秋は「大阪府医師会保健医療センター」が、胃、

大腸、肺、乳房、子宮の 5 部位について会員枠での検診を行っている。協会は、春の検診

で検診受診票と送料（切手）の実費分を負担、秋は検診施設に10万円の補助金を出す。検

診の申し込み方法は会報で案内する。 

④がん検診サービス券 

がん検診の受診を促す目的で 23 年度から発行を始めた「がん検診サービス券」を、4 年

会員向け事業 
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目となる 26 年度も発行し、すべての賛助会員に配布する。検診にかかる自己負担を軽くす

るため千円分（クオカード）を協会が補塡する仕組みで、利用者の増加によって受診率アッ

プに貢献することを目的とする。 

 

 
 
【収入増および会員増】 
 協会の財政基盤安定のため、支出面で経費の節約を図るとともに、収入増対策に取り組

んできたが、公益財団法人移行後も引き続き、以下の取り組みを進める。 

 

（１）事業別の資金確保 

①普及啓発（公 1）事業への協賛 

「公 1」の協会が主催する普及・啓発イベントについては、できる限り開催に必要な経費

（会場費、講師謝礼、宣伝費など）を賄うため、協賛企業を募る。またプログラムへの広告掲

載料なども募集し、イベント経費における協会負担分の軽減を図る。 

啓発小冊子の発行事業に関しては、無料での配布するケース以外に、「寄付」や「販売」

の形で経費相当分の資金確保を図る。寄付の場合は「受取寄付金」、販売の場合は「雑収

入」として会計処理する。 

②がん研究助成への支援 

「公 2」のがん研究助成奨励金事業では 23 年度以降、使途を特定した寄付（特定寄付

金）の確保により、受賞者 15 人の枠を維持してきた。26 年度も引き続き、受賞者 15 人で奨

励金総額 450 万円の予算を組んでおり、企業による特定寄付の継続や新規獲得をめざす。 

 

（２）特典を生かした会員勧誘 

①がん検診サービス券 

「他 1」で紹介した「がん検診サービス券」発行を、26 年度も賛助会員の特典としてＰＲし、

入会の動機付けとする。サービス券は額面千円とし、がん検診を受診して領収書などの証

明があれば、現金かクオカードと引き換えられる。 

②法人特別会員の特典 

年会費 3 万円以上で 23 年度から「法人特別会員」を募集しており、特典として「がんに関

する電話相談を無料で年3回まで」「社内セミナーの開催を手伝い、講師を紹介」「がん検診

サービス券（千円分）を 10 枚つづりで配布」とＰＲしてきた。このほか、協会オリジナル小冊子

もＰＲし、研修などでの活用を呼びかける。 

 

（３）募金型自販機 

募金型の飲料自動販売機を通した寄付は、協会にとって安定した収入として計算できる。

飲料メーカーと連携して21年度に始まった取り組みは、25年度までにがん診療拠点病院や

大学など計 7 カ所に広がってきた。設置者には「がん征圧運動に協力しています」との社会

貢献をＰＲできることも訴え、引き続き募金型自販機の設置箇所を増やしていく。 

 

法人運営 


